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�
��奥和田ஂ⨾㸦໭㝣先端⛉学技術大学㝔大学㸧ۑ

�

�
㸯．࡟ࡵࡌࡣ�

� 現᫬点では多くの場合、「$, 化」という言ⴥは、人ᕤ▱能関連技術のᛂ用という⊃い概念ではなく、

社会的変化をకう大きな産業変化をᘬき起こす要素の㇟徴として用いられているようである。一部では

すでに機械学⩦を中心とする $, 技術の導入が始まっており、限られた⠊ᅖではあるが ,R7 システムも

機能し始めている。また、従来は⟶理できなかった状ែをデータ化してࣈロックࢳェーンのような分ᩓ

の௙組ࡳで自立⟶理しようというヨࡳも、従来とは発想の異なる㈌ᖯ価値あるいは通㈌⟶理のもとでྲྀ

ᘬỴ済するビジネスᙧែも始まり、シェアリングエコノミーのような経済的価値観自体が異なるサービ

スも次々と生まれている㸯㸧。᰿ᗏにあるのは、リアルタムに生まれつつあるデータを生かせるようにな

った情報インフラのᜠᜨであり、௨前は生かすことができなかったビッグデータからもたらされる情報

価値である。これらに対して進展中の分野特化型の $, 技術が㏣ຍ導入され、あるいはよりỗ用的な $,

技術に⨨き᥮えられ、それらが⥲じて「$, 化」という言ⴥで表現されているものとࡳなされる。�

� 今、起こりつつある社会の変化が、後のୡに、第㸲次産業㠉࿨や 6RFLHW\����というような言ⴥで表

されるのかどうかには議論のవ地もあるが、このような変化はᚎ々にᗈい⠊ᅖで多くの産業分野に波及

し、いずれの業⏺の関係者も大なり小なり影響を受けることになることは明ⓑである２㸧３㸧。今後の政策

Ỵ定や企業ᡓ␎にはこれらを前提としておりこむ必要があり、少なくとも」数シࢼリ࢜のࡦとつ௨上に

は大きく影響を受ける࢜プションを考えࡊるをえない。今、議論すべきは、どのような部分に、どのよ

うな影響が、いつごろ生じうるのか、また、どのようなルートで入ってくるのかということであろう。

個々人のレベルでは、将来的に自分の௙事やタスクがどう変化するのかという点に大きな関心が寄せら

れており、一部ではそういった変化への᢬抗ព㆑も生まれ始めている。�

� ただし、影響は同᫬期にᆒ一に生じるわけではなく、影響が早く大きく現れる産業分野もあれば、そ

れ࡯ど大きくはឤじられない産業分野がありうる。また、いずれの産業においてもプラス効果もマイࢼ

ス効果も想定しうるが、ಠ▔的に見ればプラス効果がマイࢼス効果を上回る産業分野、経済的にも労働

実ែにもさ࡯どの変化が現れない産業分野、といった差が生じうる。これに࿧ᛂして、各産業分野の雇

用数や就業者の働き方の変化にも、᫬期的な差・⛬度の差が生じることになる。� �

� ここでは、大きな影響の生じる要因や変化スࣆードの実ឤは、導入技術の㠉新性よりもむしろ、それ

ぞれの現在の状ែに内在していることにὀ┠する。なࡐなら、影響の大きさとは、現状からの変化率の

大きさによってㄆ㆑されるからである。したがって、その国の現在の状況と個々の産業の状ែを見れば、

変化が大きくឤじられる業⏺はどこか、その⤖果、どういった人々に影響が出そうなのかを、おおよそ

は᥎ しうる。本稿では、⮳近の⥲務┬⤫計ᒁ国ໃㄪᰝ⤖果㸦ᖹ成 �� 年度国ໃㄪᰝ㸧における就業者

数と内㛶府国Ẹ経済計算㸦ᖹ成 �� 年度㸧によるྡ┠ *'3 の数Ꮠを見ることで、日本の産業分野や雇用

者に起こりうる変化の大きさと方向性に関して大まかな考察をヨࡳる。�

�

㸰ࠊ㆟ㄽの๓ᥦ�

� 日本の人ཱྀ動ែの変容、すなわࡕ日本の人ཱྀῶ少と少Ꮚ化・高㱋化にともなう労働力人ཱྀのῶ少傾向

は、国立社会保㞀・人ཱྀၥ題研究所が᭦新およࡧ᥎計するデータをᇶに多くの議論がなされ、すでに༑

分にㄆ㆑されていると考えられる。地域的な人ཱྀ変化と௜㝶するၥ題の差異についても各┬ᗇがヲしい

分ᯒをຍえており、ここでは┬␎する。また、௨下では産業分野別の就業者数を中心に議論を進めるが、

それはṇ規・非ṇ規をྵめて雇用されるᙧែでの就業者が㸷割に㐩する現在の日本の場合、就業者の数

によって比㍑的単⣧に影響を受ける人の㔞を᥎定しうるからである。雇用される状ែの就業者が多く、

しかも労働者のὶ動性が低いことは、ୡ⏺的に見るとᙜたり前のことではなく、日本の特異性のゆえに

௨下のような᥎論が可能であると言える。なお、それぞれの産業分野の今後の市場ᣑ大あるいは⦰小に

よる就業者の需要増ῶについては別の議論が必要とࡳなし、ここでは᭱低限の考慮にとどめている。�

� ෑ㢌の⧞り㏉しにもなるが、本稿で言う「$, 化」とは、ཝᐦなព࿡での人ᕤ▱能関連技術の導入をព

࿡していない。それぞれの機械化・自動化・情報サービス化などが次第に㸦ᙉい $, も弱い $, もྵめて、
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ỗ用型も特定用途特化型もྵめて㸧人ᕤ▱能関連技術と⤖ࡧつき、ព図の᭷無にかかわらず $, 化して

いくような動向を、将来的な可能性をྵめてかなりᗈいព࿡で「$, 化」とࡳなしている。また、機械化・

自動化・情報サービス化などが༑分に進展していない分野については、そういった前ẁ㝵の変化もྵめ

て「$, 化」とࡳなしている。さらに、変化のឤじ方においては、「⨨き᥮えられる」のか「ព図的に⨨

き᥮える」のかによって཯ᛂは異なるはずであるが、ここではそれらを考慮に入れていない。�

�

㸱࡟ࣟࢡ࣐ࠊぢࡓ᪥ᮏのປാຊேཱྀの㆟ㄽ�

� 経済規ᶍの⦰小による極端な需要ῶを想定しない場合、一般的に労働力人ཱྀはῶ少・不足していくと

考えられており、それを補う主なᡭẁとしてձ非労働力人ཱྀの就労をಁして労働力人ཱྀを増やす、ղ移

Ẹや一᫬就労によりᾏ外人材を活用する、ճ$, 化㸦自動化・機械化などのࡳのẁ㝵をྵむ㸧により労働

力の必要㔞をῶ少させるなどの᪋策が提᱌されている。このうࡕ、ձとղは就業数の補充方法である。�

� 高㱋者に関しては、現᫬点でもすでに ��� ୓人⛬度の �� ṓ௨上人ཱྀが就労しているが、今後、定年

ᘏ長や高㱋者෌雇用が進むことにより、高年㱋ᒙの就業者はさらに増ຍしていく。少Ꮚ化の影響もあり、

就業者の年㱋ᒙ分ᕸ全体が高年㱋化の方向へシフトする傾向は労働力人ཱྀῶよりも先ࢇじており、実質

的には人員不足というよりも就業者分ᕸの高年㱋化への対ᛂに迫られている業⏺も多い。�

� 日本のኻ業率は低いỈ‽で᥎移しており、��ࠥ�� ṓの労働力人ཱྀの⏨ዪ差は ��� ୓人にも‶たない。

ዪ性の数に㔞的な補充࣏テンシࣕルがあるとすれば、主に非労働力人ཱྀから労働力人ཱྀへ移行部分とい

うことになる。௬に働くពᚿや⑓気などの阻害要因を⏨ዪ同等と௬定すれば、現᫬点で ���ࠥ��� ୓人

⛬度の࣏テンシࣕルが見㎸まれる。それよりもὀ┠すべきは、産業別就業者分ᕸの⏨ዪの大きな㐪いで

あり、産業別就業機会というព࿡では大きな⏨ዪ差が存在する。このような೫りは、先進各国の例を見

ればᚎ々に᫝ṇの方向に進むと考えられるもののが、$, 化の影響が自↛発生的な᫝ṇを上回るスࣆード

で現れる特定の産業分野がありうる。௨下の㸲❶ではその点にもὀ┠する。�

� 非労働力人ཱྀのうࡕ、高㱋者・ዪ性・㞀害者などの雇用に関しては、長᫬間労働・⫗体的స業などの

点で就業者の㈇ᢸῶを考慮する必要性が高く、ఱれにしてもճとの組ࡳ合わせで対ᛂする必要があるだ

ろう。雇用者全体の高㱋化傾向に対してもճの᪋策が必要になる。�

� ղのᾏ外人材に関しては、現在の外国人在␃者㸦⥲人ཱྀ̾日本人㸧は約 ��� ୓人で、このなかで、日

本で働く労働力としての外国人就業者は約 �� ୓人とされている㸦内ヂは〇㐀業 ���、༺኎業・小኎業

����、宿泊業・飲食サービス業 ����など㸧。日本で移Ẹ政策をとらない状況が継続する想定のもとでは、

一᫬的な外国人就業者には雇用の需⤥バランスをとるためのㄪᩚが働く。$, 化が進むと┦対的にᏳ価な

労働力補充というព࿡合いは次第にⷧれるはずであり、したがって᭱ึに影響を受けるのは一部の専門

技術者を除いた外国人就業者である可能性がある。┦対的には、高度技能人材の受け入れや␃学生をྵ

むⱝᡭの必要人材育成がಁ進されることになっていくだろう。�

�

㸲ྛࠊ⏘ᴗのᙳ㡪のࣝࣕࢩࣥࢸ࣏�

� ௨下に、ྡ┠ *'3 と就業者数の割合の関係から導かれる、日本の各産業分野における $, 化影響の大

きさの࣏テンシࣕルを、各分野の特徴もຍえて議論する。�

�

㸲Ѹ㸯ࠊ➨㸯ḟ⏘ᴗ࡬のᙳ㡪�

� 日本の *'3 に対する第㸯次産業の割合は �� 年௨上にわたって ���ࠥ���㸣で᥎移している。就業者数

も全体の約 �㸣を༨めるにすࡂない。�� ୡ⣖༙ばに見られた日本の自営業者の大ᖜῶ少は、第㸯次産業

従事者ῶ少に起因している。この分野に大規ᶍ投資が動く気配はなく、多少のᣑ大は見㎸めたとしても

*'3 全体への大きな影響を及ࡰすようになる状況は考えにくい。今後展開されるはずの ,7 化㎰業や機械

化㎰業では多くの就業者を必要としないため、新規ཧ入者による活性化が期待できるとしても就業数の

ᣑ大傾向が生じることも考えにくい。したがって、日本では第㸯次産業は、㔞的には $, 化影響をさ࡯

ど受けないと言える。�

� しかし、㔞的なインࣃクトはないものの、高㱋化する就業者の㈇ᢸῶとともにⱝい就業者や異業種人

材のཧຍは期待できる。個々の規ᶍが小さい日本の㎰業・ᯘ業・Ỉ産業では、ᾏ外で見られるような大

規ᶍ事業型の機械化・自動化は㐺していなかったが、食ᩱ自⤥率が低く、ᾏ外への食ᩱ౫存性が高い状

況が長く続いていることから、小規ᶍにᤣえ⨨かれるケースが࡯とࢇどであった。経営規ᶍのᣑ大は限

定的であり、この分野にグローバル企業が生まれることもなかった。ⱝ者をចきつける㨩力の不足は、

従事者の高㱋化傾向をຓ長してきた。このような日本の第㸯次産業にとっては、小規ᶍでも効果がある
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ロ࣎ットస業や $, 利用の自動化による従事者㈇ᢸ㍍ῶ、第㸴次産業化による高収益化などが今後の期

待であり、特に第㸴次産業化はグローバル市場へのᣑ㈍のᡭຓけにもなりえる。� �

㸲Ѹ㸰ࠊ➨㸰ḟ⏘ᴗ࡬のᙳ㡪�

� 日本の *'3 に対する第２次産業の現在の割合は約 ��㸣である。㐣ཤ �� 年間の内ヂ᥎移をࡳると、〇

㐀業は ��ࠥ���、ᘓ設業が ���ࠥ����、㖔業が ����である。これを就業者比率と比㍑すると、⏨性の〇

㐀業とᘓ設業の就業者比率は *'3 比率よりもかなり多く、ዪ性の比率⛬度がጇᙜに見える。すなわࡕ、

今後、第２次産業への $, 化の影響があるならば、主として⏨性の就業者数に現れることになる。�

� 自由経済のもとでは、第２次産業における技術㠉新は競争力維持のための必↛であり、近年では新興

国においてすらᖹᆒ㈤金上᪼により、ロ࣎ット導入など機械化・自動化が進められようとしており、さ

らにこれらへの $O 導入が始まろうとしているところである。すでにୡ⏺のᕤ業的先進国においては、

労働集約型ᕤ業の᫬期は㐣ࡂཤっているため、そのព࿡では〇㐀業の雇用への影響は限定的であり、㸦一

部ではこの事実をㄗㄆする保護主⩏もྎ㢌しているものの、㸧この点はかつての第㸯次産業㠉࿨との大

きな㐪いと言える。特に労働者所得が先進国୪ࡳに㐩する᫬期が早かった日本の〇㐀業は、国際市場価

᱁やⅭ᭰変動をព㆑せࡊるをえない輸出産業を中心にフ࢓クトリー࢜ート࣓ーション化㸦)$ 化㸧化がい

〇㐀業の従事者は現状維持もしくはῶ少傾向が続いてきた。今や労働コストによる国際競、ࡳ早く進ࡕ

争力の大ᖜ低下の᫬期も㐣ࡂཤったと考えられる。ただし、経営ุ᩿などそれ௨外の要因もあって、政

府の見方によれば、日本の〇㐀業の雇用者数は、㸦$, 化の影響があってもなくても㸧多少の一᫬的増ῶ

をྵࡳながら中長期的にはῶ少傾向が続くと᥎ されている。一᫬的な増ῶについては、ᾏ外からの労

働者によるㄪᩚ、高㱋化人材の自↛ῶ少や෌雇用などによるㄪᩚが考えうる。就業者数ῶ少が続く想定

のもとではⱝいཧ入者増ຍも見㎸めず、特に日本の〇㐀業では就業者の高㱋化傾向のスࣆードが非常に

早いため、この面からの必要性として $, 化のインࢭンテࣈ࢕が高まっていくと考えられる。�

� そもそも、〇㐀業で┒ࢇに行われてきた、新〇ရによる性能向上や新プロࢭス導入によるコストカッ

トといった、いわゆる「௦᭰」「改善」などに寄୚する技術は、価᱁低ῶといったᾘ㈝者࣓リットや競

争力向上にはつながる一方で、市場規ᶍのᣑ大や雇用数の増ຍなどの効果をㄏ導するものではない。

,QGXVWUH��� のような動き�日本政府では &RQQHFWHG�,QGXVWU\ と࿧ࢇでいる�によって、〇㐀業は次第に

インフラ産業に近࡙き、$, や ,R7 はこれらの動きをຍ速する要素であるとも言えるが、これらは市場支

配をಁ進する可能性はあるものの、国内の就業者数を大きく増ຍさせることは考え㞴い。今後の産業規

ᶍのᣑ大は、運用サービスの㏣ຍやサービスをྵめたプラットフ࢛ーム構築など、主に「第２次㸩第３

次」「第２次㹖第３次」型への移行で生じうると考えられるため、むしろその部分での $, 化がὀ┠され

る。なお、もともと日本の第２次産業では、㔞的なព࿡での生産性の向上よりも、グローバル化や破壊

的技術に対ᛂする経営力の向上にこそイノベーションが必要という見方もある。�

� 一方、日本のᘓ設業に関しては、主に国内市場のࡳを事業対㇟としており、就業者数に比して *'3 規

ᶍが小さい。また、労働需要の一᫬的増ῶが大きいため、一᫬的な労働者ㄪᩚが㢖⦾に行なわれている。

$, 導入のవ地はあるが、デジタル化のᾐ㏱は遅く、$, 化影響はしばらくの間は限定的と考えられる。�

㸲Ѹ㸱ࠊ➨㸱ḟ⏘ᴗ࡬のᙳ㡪�

� 日本の第３次産業は、*'3 においても就業者数においても全体の㸵割௨上を༨める。この事実だけで

も、産業の $, 化が日本の経済・社会に大きな影響を୚えるのは、主に第３次産業においてであると᩿

言できる。ୡ⏺的に見ても、�� ୡ⣖の労働者の㸵割は第３次産業に就いており、これは日本社会に限ら

ないヰであり、第㸲次産業㠉࿨が第㸯次産業㠉࿨とは全く異なる重要な視点である。�

� 日本の第３次産業では、個別の産業分野の *'3 と就業者数の割合にかなりの┦㐪がࡳられる。この点

については、⤫計上の大きなၥ題のࡦとつとして、現在の *'3 算出がサービス産業など無ᙧ価値の提౪

について㐺ษに表現できていない可能性がᣲࡆられる。*'3 算出の見直しは始まったばかりであるため、

現状では残念ながら୧者の数㔞的比㍑から᩿定的に言えることは限られる。しかし、それでも大まかに

は、次のような議論が可能である。�

� まず、༺኎・小኎業の $, 化は、*'3 に対しても就業者数に対しても、さらには、ᾘ㈝行動を変えると

いう市場性のព࿡においても、日本全体に対して大きな影響を及ࡰすはずである。そもそもデジタル化

による社会的影響は、これまでの㒔市計画においても、㟁Ꮚၟྲྀᘬのᣑ大においても実ឤできる。この

産業分野の変化は他分野への波及的影響力も大きく、特に⏨性の就業者の多い運輸・郵便の分野、*'3

比率の高い不動産・金融・保険などの生活サービス分野などに波及し始めている。�

� 就業者数とその *'3 比㍑から、主にዪ性就業者に大きな影響が起きうる分野が医療・福祉である。た

だし、日本の場合は大きな政府支出によりᏲられている産業的には特殊な分野と言え、人ཱྀの高㱋化の
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進行によって需要増傾向が続き、その割にはデジタル化の遅れも許容されているため、他の産業分野よ

りは就業者数への影響は出にくいか、あっても緩慢であると考えられる。むしろ医療・介護関連人材が

不足する地域の多発が予想されており、政府や自治体の財政破綻が起きない限り、ここしばらくは $,

導入があったとしても、それらは人材不足や人員不足を補う要素、あるいは医療の高度化・福祉の充実

の要素として歓迎される可能性が高い。�

� 運輸・郵便や飲食・宿泊のサービス分野は、就業者数が多い割には *'3 比率が小さいと見積もられて

いる。しかし、観光など多くの他産業への波及効果を無視できず、*'3 算出計算の見直しを待たねばな

らない分野である。それを考慮に入れないで議論すると、労働生産性に大きな改善が必要な労働集約型

のサービス分野であると言え、$, 導入効果はかなり端的に表われるはずである。また、他のサービス分

野に比べると、機械的な面で自動化技術導入が図られやすく、第２次産業の変化との共通点がありうる。�

� 雇用者数は多くないが *'3 比率の極めて大きな不動産・金融・保険などの生活サービス分野は、*'3

全体の行方を左右しうるが、設備投資の制約要因が小さいため、短期間に $, 化効果の期待できる分野

である。先進各国だけでなく、近年では新興国や発展途上国において、デジタル化効果が重要生活イン

フラを構築に威力を発揮しており、それらへの $, 導入も間近である。一方、、日本のこれらの分野は長

らく、いわゆるホワイトカラーの典型的な労働集約型職種であり、また、情報化が早くから進められた

とはいえレガシーなカスタマイズシステムが残存しやすい土壌にある。しかし、近年の低金利政策の継

続による収益性低下要因により、現在は一気に見直しを迫られているところである。また、就業者数は

多くないものの、高等教育を受けた人材に $, 化影響が出ることが特徴であり、教育や技術専門職など

のサービス分野の生産性向上のモデルになりうる分野である。�

� 全般的に第３次産業ではサービス産業を中心に、従来は技術プッシュよりマーケットプル型のビジネ

ス構築が多いと考えられてきた ��が、$, 化は技術プッシュによってサービス産業全体を支配するインフ

ラ要因になりつつあり、ビジネス構築の前提概念も変えていく必要がある。また、これまでの日本の第

３次産業には、国内市場に特化したビジネス中心でも成り立ってきたという特殊事情があった。ところ

が、情報のクラウド化が進むなか、第３次産業を営む企業にとってのデジタル化は差別化要因というよ

りも規定インフラになりつつあり、グローバルスタンダードの波が日本にも押し寄せてきている。デジ

タルシステムの $, 化移行に対し、今後は日本だけ外れうるような理由を考えにくい。これらのことか

ら、規制などの制限が見直されるならば、医療など一部の産業分野を除いて、日本市場の特殊事情は導

入阻害要因としては矮小化していき、多少の日本向けカスタマイズがありうるとしても、中長期的には

先行する諸外国の動きがやや遅れて日本の第３次産業全般に展開されるものと考えてよいだろう。�

�

５．今後の検討課題�

� 本稿では、主に就業者数と *'3 の割合から、非常にラフではあるが、$, 化の影響の大きさについて議

論した。将来的影響を考えるうえで、残る大きな検討課題は、それぞれの変化が「いつごろ、やってく

るのか？」ということであろう。筆者は、この点についても現状に内在する可能性があり、おそらくは

個々組織の財務体質を見れば自ずと導きだされるはずであると考えている。歴史上の多くの文明崩壊と

同じく、一見すると環境変動・異質な価値観・破壊的技術などによって崩壊したように見える組織崩壊

は、それらに対抗できなくなっている組織の弱体化が真の要因と言えるからである。特に企業という組

織においては、$, 化のような変化を先導して競争力を維持もしくは高められる可能性がある一方で、

個々の経済的な事情によっては、単にグローバルスタンダードを受け入れることだけに終始する状況に

陥るか、それさえも不可能なまま急速に衰退するといった状況を迎える可能性もあり、同じ産業分野で

も組織間の差が短期間に際立つことがありうる。�

�

参考文献�

��奥和田、牧野、「シェアリングエコノミーの本質と社会受容性に関する考察」、研究イノベーション学

会第 �� 回年次大会予稿集、�����

��奥和田、「将来社会における労働と所得の変化に関する考察」、研究イノベーション学会第 �� 回年次

大会予稿集、�����

��特集「6RFLHW\���� における人々の労働と所得」、研究技術計画、1R������、�����

��例えば本学会関係では、幡鎌、「サービスイノベーションのためのビジネスモデル構築方法」、研究技

術計画、1R�����、����� など�




